

























明けで 3 月 15、16 日に休みがつながったので、







































間 5 日しかなかったのが、3.11 の後は 2 年間だ




















































































































































































































































































2011 年の 4 月いっぱいで基本的には公共施


























































































































































































































いうのが C ランク。ABC ランクが 88 件で、そ
























































3 月に 1 回終わり、次の年度は交付決定がない
と活動ができないので、その間一時活動休止し
たこともありました。補助や助成金制度がもっ
と弾力的になってほしいです。
また、東日本の場合の復興基金は、人間復興
や生活再建に使いづらい仕組みになっていたよ
うです。今回の東日本大震災でも、復興基金
という名前はできました。新潟県の中越地震
の場合は、その当時金利がある程度あったの
で運用型で大きなお金を生み出し、そこから
復興支援制度などが組み立てられたのですが、
東日本の場合は取崩型ですから根本的に違いま
した。行政的な発想でしか動かず、行政がただ
単に回して取り崩しているだけでしたので、避
難者側に立った物事の考え方ができていないこ
とは明らかです。
新潟県の場合は成功事例だと思いますが、
基金の運用を行政が直接ではなく民間も含めた
第三者的な所に 1 回預けてやっているので、行
政では対応しづらいところまで支援できていま
す。　
復興基金は、県が国の総務省に要望を上げる
ので、県が考えを持たないと働きかけられませ
ん。今回は、都府県がほぼ同じ形で取り組んで
いますが、要望の上げ方と制度のつくり方につ
いて、県がすべて回すのは非常に大変だからこ
そ、民間も入れて、少し役割分担をしてやって
もらうという発想が必要だと思います。
③　自治体間での支援格差
各市町村は、避難者を受け入れる義務がある
わけではありません。ましてや、避難元の自治
体である福島県の市町村から要請もされてない
ので、人道的支援以外の何ものでもないので
す。避難所を開設すると、そこに市町村は職
員を 24 時間張り付けることになりますので、1
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カ月もすると負担も積もるわけです。最初は被
災者も大変なので支援をしますが、そのうち「い
つまでいるんだよ」という雰囲気になってきま
す。
受入自治体は避難元自治体からの要請を受け
て、初めてその費用を避難元自治体に請求でき
るわけです。避難元の自治体には国の特別交付
税で措置されます。避難先では費用は立て替え
てその後請求ですが、もともとその要請がなけ
れば、その費用は全部自分で負担しなければな
らないのが今の災害救助法の制度です。要請が
ない中で、市民ではない人のために、継続的で
多額の費用を掛ける必要があるのか整理ができ
ないため、最終的には首長や担当者の熱意で支
援内容を決めてしまうのが今の状況です。　
④　自治体による支援と限界　
自治体による支援の利点として、自治体は避
難者情報を持っていますし、避難者対応の資源
として避難所や非常食もありますし、社会福祉
協議会と連携できるメリットがありますが、
長期的支援までは考えていません。避難者の個
別具体的な要望は、公平性の原理が一つの壁に
なって、行政はできないところもあります。
日本では県境とか行政単位の境がいろんな意
味で障害になってしまって、フレキシブルな対
応ができていないようです。それは行政関係者
自身が、地域間連携という意識が非常に薄く、
自分の自治体で完結してしまう事業がほとんど
だからだと思います。広域連携等最近は言葉と
しては出てきていますが、実際は通常業務とし
てはほとんどありません。
今の行政システムは一つの自治体で完結する
ことが基本で、それがもしできなければ県単位
の話になります。分野外での連携は、正直なと
ころありません。職員自体は、広域的な形で動
くという発想が非常に希薄です。何かあると、
近隣と連絡取ってやりましょうではなく、県に
上げて県にお願いして、県から降りてくるとい
う意識なのです。だから、自分たちで考えた
り、決めたりすることではないという感じにな
ります。その行政単位でしか仕事をずっとして
ないならば、緊急時の急な対応はできません。
私が職場の部下にいつも言っているのは、役
所の中の人間関係だけで終わらせるようなこと
はせずに、必ず役所外の人間と付き合うという
ことです。そうしないと偏ったものの見方しか
できないので、役所以外の活動をどんどん広げ
るよう言っています。でも皆「課長みたいには
できません」と言うから、「私と同じことやれ」
とは言っていません。
その考えが出てきたのは、役所の中のセク
ショナリズムみたいな考え方が嫌いだからで
す。若いうちからそうした職場しか経験ない
と、そういう思考になると思います。周りの人
と関わって「なんで役所の人間は」なとど言わ
れると、ああそうかと思うところもあります。
いろんな人とつながることは、すごく面白い
じゃないですか。
⑤　民間（ＮＰＯ・ボランティア）支援と限界
民間ですと個別具体的なニーズにはいくらで
も、資源さえあれば対応できます。ただ個人情
報の入手がなかなか難しい。避難者の方と個人
的な信頼関係を構築できるので、継続支援につ
ながっていくのは大きいと思います。ただ最後
は、そこに携わるスタッフの個人的なスキルに
依存せざるを得ないのです。
今後国全体としては、国際 NGO 等と支援に
ついてのノウハウ共有やスタッフとの連携がで
きると、広域的な対応の点で良いと思います。
それから、地域にある NPO やボランティアが
友好的に連携することが必要です。自分たちの
思いだけやノウハウだけではできません。そう
いった意味では、とちぎ暮らし応援会は試金石
となったと思います。ただ、ネットワークとし
てきちんと機能しきれなかったことは事実だと
思います。
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⑥　広域避難者支援での課題・災害救助法の限
界
法的には、今の広域避難者支援はあくまでも
災害救助法の枠内でしかやっていませんが、
誰が見てもこれ自体もう無理ではないでしょう
か。今の災害対策基本法では、復興という言葉
は 2 カ所しか出てこず、復興という意識自体が
法の中に組み込まれていません。人間主体の復
興とはどうあるべきかを理念として基本法の中
で明確にした上で、実定法として災害救助法を
作ることが必要ではないでしょうか。
国が災害救助法の枠内で対応することにこだ
わるのは、復興そのものの位置づけが今の災害
対策基本法の中ではほとんどなく、復旧の中に
組み込まれているからです。災害対策基本法自
体が、短期的なスパンでしか物事を見てないわ
けですが、復興は支援のスタートの時点で視野
にいれなければなりません。それと、復興とい
う言葉が持つ意味が、ハードばかりで人間復興
としての生活の再建の部分がやはり薄いのでは
ないかと、学会の中でも問題視されています。
人のあり方やこれからの生活をどうするかって
いう議論を深めていく必要があります。
⑦　次の災害に備えて　
次に災害が起きたときのために、栃木県の事
例をいかに発信するかが課題です。総務省へも
災害時の個人情報の取り扱いについては、情報
発信をしていく必要があるでしょう。日弁連の
岡本正さんや関西大学の山崎栄一さんが書いて
いる個人情報関係の本に、栃木県の事例を掲載
していただいています。栃木県のようにきちん
とした信頼関係の下に条件を整備して協定を結
べば、開示できるのです。
大規模災害では互助、共助といった概念で何
かをやろうとすること自体が多分無理ですよ
ね。広範囲な地域で災害になったとき、誰かが
支援をコーディネートすることになってきま
す。ですから、支援活動ではそこにいる人がで
きることをやるしかないということです。
このような話は 2、3 年前に福島大での学会
大会をやったときに、共同通信の首都圏事業本
部長と広域避難者の分科会を設定して、山形避
難者母の会の中村美紀氏などをパネリストに呼
んで発表しました。今後、首都直下や東海・東
南海・南海沖地震の時は、これ以上の問題が起
きることになりますので、学会の動きも必要な
のですが、国の制度設計が必要です。自治体を
加えて国の制度設計をしなくては、という提言
をしました。
とちぎ暮らし応援会は、今年（2015 年）で
ほぼ活動終了ですが、ブックレットを作るつも
りで今年度予算付けしました。でも今は仕事で
余裕がないのと、関係者が体調を崩したので、
私には非常に重い仕事になっています。
＜聞き取りを終えて＞
〇大学に望むことはありますか。
今後の大学に望むことは、アカデミーと現場
との融合です。研究されていることをいかに市
民レベルに落とし込んでいくかです。例えば災
害復興学では当然大学の先生が非常に多いので
すが、私たちみたいな現場で活動している人間
を非常に大切にしてくれます。とくに復興支援
委員会は、現場で関わっている人たちを中心に
した委員会です。
〇どうして災害支援をされるのですか。
偉そうにしていると思われたら困るのです
が、とちぎ暮らし応援会を立ち上げたりアイデ
アがあったりするのは、那須の水害の支援活動
や、妻の勤務先の児童養護施設の職員からの話
があるかもしれません。
それに、自分たちが住んでいるすぐ横で、周
りの誰にも関われなくて、ここで死んでしまっ
た、自殺して死んでしまったとなったら嫌で
しょう。それは私たちの責任になりますよね。
栃木県民として、隣の福島県民でしょう、昔は
194
Ⅱ　活動報告
隣近所助け合った話じゃないですか。それだけ
ですよ。災害の支援は、国がいろいろしてもお
金や物の話ですが、最後に人を支援するのは
やっぱり人です。最後は人としての想いでしか
ないでしょう。突き詰めると、そこに困ってい
る人がいるから、何かしてあげたいっていう、
その想いだけです。
2011年3月11日 東日本大震災発生　さくら市災害対策本部　広報副責任者に就任。
3月16日 宮城県石巻市へボランティア
4月下旬 栃木県内の避難所を訪れ、県内の支援を始める。
栃木県消防防災課へさくら市の公務で訪問するようになる。
7月30日 避難者対象の交流会を宇都宮市と下野市で開催。
支援者で応援会の設立準備会を作る。
10月 とちぎ暮らし応援会設立。設立総会開催。およそ60団体が参加する。
栃木ボランティアネットワーク「ぽぽら」内に事務局を置く。
2012年5月 栃木県消防防災課より個人情報を提供され、戸別訪問支援が始まる。
